
県
は
「
在
宅
勤
務
」
の
積

極
的
活
用
を
推
奨

育
児
・
介
護
の
必
要
な

人
は
特
に
！

17
日
の
通
知
で
県
は
「
校
務

運
営
に
支
障
の
な
い
範
囲
で
、

積
極
的
な
活
用
を
は
か
る
こ
と

と
し
ま
す
。
ま
た
、
妊
娠
中
の

職
員
や
、
家
族
等
の
育
児
・
介

護
を
行
う
職
員
に
つ
い
て
は
、

優
先
的
に
在
宅
勤
務
が
行
え
る

よ
う
配
慮
願
い
ま
す
。
」
と
し

て
い
ま
す
。

子
ど
も
の
養
育
で
の
特

休
は
預
け
先
が
な
い
場

合
に
限
定
。
家
で
子
ど

も
を
見
る
場
合
は
「
在

宅
勤
務
」
の
活
用
で

家
で
子
ど
も
を
見
る
場
合
は

特
休
に
な
っ
て
い
ま
し
た
が
、

「
在
宅
勤
務
」
の
制
度
を
活
用

で
き
る
よ
う
に
な
る
の
で
、
特

休
の
要
件
は
厳
格
化
さ
れ
ま
し

た
。
保
育
園
が
休
園
な
ど
で
預

け
先
が
な
い
場
合
以
外
は
、
子

ど
も
を
家
で
見
る
の
は
「
在
宅

勤
務
」
で
対
応
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

「
在
宅
勤
務
」
は
勤
務
。

申
請
と
報
告
は
必
要
だ

が
、
最
小
限
で
Ｏ
Ｋ

出
張
伺
や
復
命
は
不
要

在
宅
勤
務
は
お
休
み
で
は
な

い
の
で
、
当
然
、
一
定
の
申
請

や
報
告
は
必
要
と
な
り
ま
す
。

し
か
し
、
今
回
の
措
置
は
感
染

予
防
が
第
一
の
目
的
で
す
か
ら
、

活
用
し
や
す
い
も
の
で
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。
成
果
物
は
県

に
提
出
す
る
も
の
で
は
な
く
、

学
校
保
管
で
す
。
教
材
研
究
な

ど
は
具
体
的
成
果
物
が
な
い
場

合
も
あ
る
こ
と
を
県
教
委
と
も

確
認
し
て
い
ま
す
。
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滋賀県教育委員会 教育長 福永 忠克 様

「緊急事態宣言」が全国に拡大されたことに伴う緊急要望書

４月１６日に開かれた「新型コロナウイルス感染症対策本部」において、安倍首相は緊急事態宣言の

区域を全都道府県に拡大することを表明しました。(中略) 今後、感染拡大防止のために、知事から外出

自粛等の要請がなされることが予想されます。こうした事態の中で、改めて以下の点について要望します。

真摯に受け止め、前向きに検討されるようお願いします。

記

１．子どもの安全と居場所を確保すること。 (①～⑤ 略)

２．３月以来の休校期間措置により、長期間にわたり授業ができない状況が続いている。学習権の保障の

ために、以下の点に留意し必要な措置を講じること。(①～⑤ 略)

３．教職員の服務について、以下の点について要望する。

① 学校機能の維持をしつつ、感染拡大防止のため学校においても教職員の在宅勤務を推奨すること。

とりわけ妊娠中の者、持病のある者、ハイリスクな家族がいる者については、特段の配慮をすること。

② 休校期間中の非常勤職員の勤務については、これまで同様の対応をすること。(以下、略)

お手数ですが、全滋賀教組分会長にお渡し下さい。

非常勤講師の仕事は保障！

県教委とも何度も確認しています。

休業中も非常勤講師の時間数が制限さ

れることはありません。業務を行うこ

とで報酬は通常通り支払われます！.

こ
ん
な
と
き
だ
か
ら
こ
そ
職
場
で
の
主
体
的

な
合
意
形
成
を
大
切
に
！

管
理
職
に
は
そ
の
先
頭
に
立
っ
て
も
ら
お
う


